用地課
目　　　　　　　　　　　　　次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　
(1) 総務・地価調整グループ
(2) 企画・補償グループ 
(3) 用地・収用グループ 
(4) 財産管理グループ
事　務　執　行　概　要

　用地課は、公共事業用地の取得に関する総合調整、指導及び評価等に関する事務を所掌しており、道路、街路、交通安全、河川、砂防、下水道、公園等の様々な都市基盤の整備に伴う公共事業用地を取得するため、大阪府土地開発公社や関係事業課等と緊密に連携をとりながら、事業の円滑な推進に努め、令和元年度は面積3万8,909.39㎡、金額139億4,504万3,045円の用地を取得した。

　本府の厳しい財政状況を踏まえ、収入確保と公共用地の管理経費の負担軽減を図ることを目的に、都市整備部が所管する土地のうち、現在未利用でかつ今後も利用予定のない土地について、各土木事務所等と連携し、令和元年度は面積1,725.83㎡、金額9,801万5,955円の処分を行った。

　事業予定地等の有効活用については、当面事業着手が見込まれない道路予定地や道路高架下等を平成20年度から公募等により貸付けるとともに、計画的境界確定事業を推進するなど、財産管理の適正化に努めている。

　職員の人材育成を図るため、各土木事務所等の担当職員を対象に、用地取得に関する各種研修を行った。

　また、一般の土地取引の指標を示し、適正な地価の形成に寄与するため、地価調査を実施するとともに、国土利用計画法等に基づき土地取引状況等の把握に努めた。
　さらに、令和元年度に全面施行された「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」に対応するため、情報収集や体制整備に取り組み「所有者不明土地庁内連携会議」を発足させた。
予　算　執　行
　　当該年度の予算執行にあたり、地方自治法、大阪府財務規則等に基づき、行政効果の向上に常に留意しつつ、効率的な執行に努めた。
(ｱ) 歳　　  　入　
　　当該年度歳入総額は一般会計208万4,286円であり、その内訳は次のとおりである。
一般会計
	科目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	国庫補助金
	円
　2,080,000 
平成30年度
1,500,000
平成29年度
12,130,000
	　　％
99.79
	地籍調査事業国庫収入


	国庫委託金
	0 
  平成30年度
3,610,995 
平成29年度
809,016 
	    0
	土地基本調査事業国庫委託金

	雑入

	　　　4,286　
平成30年度
68,750

 平成29年度　
11,811
	 0.21
	都市整備総務事業雑入

	計
	         2,084,286
	  100.00
	


(ｲ)　歳　　　出
　　当該年度歳出総額は一般会計1億8,834万0,590円であり、その内訳は次のとおりである。
　一般会計
	目 名
	主要事業
	執行済額
	執行比率
	備　　　　考

	都
市
整
備
総
務
費

	建設事業事務費の内、
土地開発公社地方職員共済組合負担金
	円
4,496,513  

(課執行)
平成30年度
3,277,081

平成29年度
2,894,197


	    ％
2.39
	地方公務員等共済組合法の規定に係る事業主負担金

	
	各種協会
負担金
	8,000

(課執行)
平成30年度
8,000
平成29年度
8,000

	0.01
	土地対策全国連絡協議会等に    対する分担金

	
	建設事業事務費の内、
土地開発公社地方職員共済組合負担金を除く

	38,100,107

(課執行)

平成30年度

35,023,714

平成29年度
39,808,257


	20.23
	建設事業に伴う不動産鑑定料等

	目 名
	主要事業
	執行済額
	執行比率
	備　　　　考

	都
市
整
備
総
務
 費

	職員研修費
	円
0

(課執行)
平成30年度
0

平成29年度
37,090
	     ％
0.00
	国土交通大学校への派遣研修旅費

	
	都市整備
総務職員費
	750,431
(課執行)
平成30年度
769,372

平成29年度
865,449
	0.40
	再任用職員に対する共済費

	
	（細事業）
届出勧告
事務費
	1,195,615

(課執行）
平成30年度
1,344,550

平成29年度
1,944,737
	0.63
	土地売買等届出審査等に係る経費

	
	（細事業）
地価調査費

	50,762,428

（課執行）
平成30年度
50,536,441

平成29年度
50,544,734
	26.95
	基準地価格算定に係る経費

	
	（細事業）
公有地拡大
推進費

	0
 (課執行）
平成30年度
0
平成29年度
14,912

	0.00
	公有地の拡大の推進に関する法律に基づく土地の買取り申出受理等に係る経費

	目 名
	主要事業
	執行済額
	執行比率
	備　　　　考

	都
市
整
備
総
務
 費

	公共物管理費

	円
1,060,471

(予算執行機関執行）
平成30年度
873,926
平成29年度
508,227
	　　％
0.56
	法定財産（道路・河川）に係る　境界確定事務を行う為の経費

	
	財産管理
事業費
	35,239,300

(予算執行機関執行）
平成30年度
35,340,400

平成29年度
46,350,988
	18.71
	道路・河川に係る計画境界確定　業務等

	
	未利用地処理促進費

	44,592,475

(課執行）
3,743,390

(予算執行機関執行）
  40,849,085 
平成30年度
32,523,150

平成29年度
31,128,886
	23.68
	未利用地の処分を進める為の売却に要する測量費等の諸経費


	
	（細事業）
大阪版
地方分権推進
制度交付金

	10,574,000
(課執行）
平成30年度
   10,637,000
平成29年度
10,435,000
	5.61
	国土利用計画法及び公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出受理事務に係る市町村交付金

	目 名
	主要事業
	執行済額
	執行比率
	備　　　　考

	都
市
整
備
総
務
費
	土地基本
調査費

	円
0
（課執行）

平成30年度
3,609,375

平成29年度
406,740
	　　％
0.00
	法人の土地・建物の所有・利用状況等の調査に係る諸経費等（国庫委託事業）

	一 
般
管
理
費

	非常勤職員費

	0
（課執行）
平成30年度
1,611,832

平成29年度

2,263,964
	0.00
	非常勤職員に対する賃金等

	道 
路
橋
り
ょ
う
費
	道路維持
修繕費
(自主財源)
	1,088,640

（課執行）
平成30年度

1,088,640

平成29年度

925,992
	0.58
	測量機器の賃貸借料


	
	道路改良費
	440,640

（課執行）
平成30年度

0

平成29年度

0
	0.23
	事業予定地の土地使用料の不動産鑑定料



	目 名
	主要事業
	執行済額
	執行比率
	備　　　　考

	道
路
橋
り
ょ
う
費
	モノレール道
整備費

	　円
0
（課執行）
平成30年度
997,920
平成29年度
0
	0.00
	モノレール用地鑑定費用



	広
報

広

聴

費
	情報公開
推進費
	31,970
（課執行）
平成30年度　
35,329

平成29年度
53,817
	　　％
0.02
	大阪府基準地価格要覧の有償頒布

	防
災
推

進
費

	被災者支援
事業費
	0

（課執行）
平成30年度　
68,400
平成29年度
0
	0.00
	被災地への職員派遣旅費等

	
	計
	188,340,590

（課執行）
111,191,734
(予算執行機関執行）
77,148,856

	100.00
	


(1)　総務・地価調整グループ

１．総　務　事　務

課員の人事管理、職員の衛生管理、予算執行、一般庶務及び他のグループに属さない事項の適正な執行に努めた。
ア．人事管理

　　服務規律の確保を図り、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期するとともに、綱紀保持意識の向上と事務処理の効率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

　　職場環境の整理整頓を図り、職員の健康保持、疾病予防に努めた。

　　なお、当該年度における状況は次のとおりである。

○　疾病等による長期休業者の状況（1ヶ月以上）

　　　　１名
ウ．事務執行概要

①　歳　　　入

　　一般会計

	科目
	執　　行　　概　　要
	収　入　済　額
	根拠法令

	雑入
	雇用保険料被保険者負担金雑入
	円

3,266
平成30年度

7,468
平成29年度

11,811
	　　―

	
	情報提供に係る行政文書複写費用実費負担金
	890

平成30年度

0

平成29年度

0


	大阪府情報公開条例第38条

(同情報公開条例施行規則第8条)



②　歳　　　出

一般会計

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費

	建設事業事務費の内、
土地開発公社地方職員共済組合負担金
	大阪府土地開発公社職員の地方公務員等共済組合法の規定に基づく事業主負担金
	　円
4,496,513
(課執行)

平成30年度

3,277,081
平成29年度

2,894,197

	地方公務員

等共済組合法

	
	職員研修費
	国土交通大学校への研修旅費
	0
(課執行)
平成30年度

0

平成29年度

37,090

	－

	
	建設事業事務費の内、
土地開発公社地方職員共済組合負担金を除く

	事業執行に必要な旅費等の事務経費
	1,729,421
（課執行）
平成30年度

1,695,040
平成29年度

1,531,294

	－

	
	都市整備総務
職員費
	再任用職員に対する共済費
	750,431
(課執行)
平成30年度

769,372
平成29年度

865,449

	－

	目 名
	事　業　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費

	土地対策推進費
	事業執行に必要な非常勤職員の賃金及び旅費等
	　　　円1,168,615
　　(課執行)
平成30年度

1,344,550
  平成29年度

1,944,737
	－

	
	地価調査費
	事業執行に必要な旅費及び消耗品
	99,523
　　　(課執行)　

平成30年度

119,000
平成29年度

98,885
	－

	
	公有地拡大
推 進 費
	事業執行に必要な消耗品
	0
　(課執行)

平成30年度

0
平成29年度

14,912
	－

	
	土地基本調査費
	事業執行に必要な旅費等
	0
　(課執行)

平成30年度

29,240

平成29年度

349,500
	－

	一 

般

管

理

費


	非常勤職員
雇用費
	非常勤職員に対する賃金等
	0
 (課執行)
平成30年度

1,611,832
平成29年度

2,263,964
	－

	目 名
	事　業　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	防
災
総
務
費
	被災者支援
事業費

	被災地への職員派遣旅費等
	円
0
　　(課執行)
平成30年度
68,400
平成29年度
0
	－


２．地　価　調　整　事　務

国土利用計画法による土地取引の規制を適切かつ円滑に行うとともに、一般の土地取引価格の指標を示し、適正な地価の形成に寄与するため地価調査を行い、基準地の標準価格を判定した。

また、国土利用計画法に基づく土地売買等の届出及び公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出等に関する事務処理等の適正な執行に努めた。
なお、国土利用計画法に基づく事後届出及び遊休土地に関する事務並びに公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出等に関する事務については「大阪発“地方分権改革”ビジョン」に基づき、平成22年度から、順次市町村へ事務移譲を進め、27年度に事務移譲が完了した。移譲済市町村に対しては、事務処理要領やマニュアルの案を提供と併せて研修を実施し、市町村の円滑な事務遂行に向けた支援を行うとともに、移譲済市町村に対し、事務処理件数等に応じた移譲事務交付金を交付した。
また、府民向けに同法に基づく届出等について理解と認識を深めるため、インターネット上の「大阪府地価情報ホームページ」を活用した広報活動に努めている。

〇　平成31年度　市町村への事務移譲の状況

	法令名
	事務名称
	　　　移譲の状況

	国土利用計画法
	事後届出に関する事務


	政令市を除く

全市町村41団体へ移譲が完了

（平成27年７月の四條畷市が最終）

	
	遊休土地に関する事務


	　　　　　〃

　（　　　〃　　　　　　　　　）

	公有地の拡大の推進に関する法律
	地方公共団体等の土地の買取り希望の届出受理等


	市を除く

全町村10団体への移譲が完了

（平成27年4月の田尻町が最終）


*公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出、申出は、法律の改正により平成24年4月1日から市の事務となった。

〇　移譲済市町村への研修実施状況

	研修名
	研修目的
	開催日
	参加人数
	研修内容

	市町村担当者研修

	基礎的な事項及び具体的な事例による知識の取得
	令和元年5月15日
	27名
	受理事務

審査事務

一団土地の判断等


〇　平成31年度市町村相談件数
	国土利用計画法
	87件

	公有地拡大に関する法律
	34件


〇　国土利用計画法に基づく届出件数の推移（受理ベース）

	年度
	届　　出　　件　　数

	平成２７年度に事務移譲完了

	29
	288

	30
	304

	31
	301


　　　　　　　　　　　　　　　　

〇　届出の審査処理件数                                            （単位：件）

	　状況
区分
	受　理
	処　　理　　状　　況

	
	
	勧告しない
旨の通知
	助　言
	勧　告
	取下げ
	計

	届  出
	301
	301
	15
	0
	0
	 301


※市町村への届出件数　「助言」は、「勧告しない旨の通知」の内数
〇　公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出、申出の処理状況（移譲済町村分）

　(令和2年3月31日現在)

	
	区　　　　　分
	件数
	面積
（㎡）
	買取希望
	協　　　議

	
	
	
	
	有
	無
	成　立
	不成立
	協議中

	届

出
	都市計画施設等の区域内の土地
 （法第4条第1項第1号～5号）
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	上記以外の都市計画区域内の
法定面積(注)以上の土地
(法第4条第1項第6号)
	1
	0
	0
	1
	0
	0
	0

	
	小　　　　計
	1
	0
	0
	1
	0
	0
	0

	申　　　出（法第5条第1項）
	1
	202
	1
	0
	1
	0
	0

	合　　　　計
	2
	202
	1
	1
	1
	0
	0


　(注)法定面積 　市街化区域：5,000㎡　　

 　※　面積は、買取協議成立により買い取った土地の面積
ア．事務執行概要

①　歳　　　入

一般会計

	　科　　　目
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	委託金
	法人土地・建物基本調査
平成３０年法人土地・建物基本調査実施業務に係る委託料
	円
0
（本課執行）

平成30年度

3,610,995
平成29年度

809,016

	土地基本法第17条

統計法18条

	雑　　　　　入
	情報提供に係る行政文書複写費用実費負担金


	0
平成30年度

142
平成29年度
　0

　
	大阪府情報公開条例第38条

(同情報公開条例施行規則第8条)
－




②　歳　　　出

一般会計

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費

	各種協会負担金
	土地対策全国連絡協議会に対する分担金
	円
8,000 
（課執行）

平成30年度

8,000

平成29年度

　 8,000
	協議会規約

	
	地価調査費
	地価調査

府内全域に設置した基準地について不動産鑑定士の鑑定評価を求め、その結果を審査し、必要な調整を行ったうえ、7月１日の基準日における単位面積当たりの標準価格を判定し、9月19日に公表した。

また、価格等関係資料を市区町村及び府関係部局において府民の閲覧に供するなど、その周知に努めた。

○基準地の内訳

市街化区域　 　674地点

市街化調整区域  14地点

林　　　　地 　  1地点

計　　 689地点

○公表の方法

・大阪府公報に登載

・大阪府HPで公表

・新聞、テレビ、ラジオで発表
	50,702,575
(課執行)

（他部局からの配当

[情報公開推進費]

31,970円及び[建設事業事務費] 7,700円を含む）
平成30年度

50,452,770

平成29年度

50,499,666

	国土利用計画法施行令

第９条

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費

	移譲事務交付金
	大阪版地方分権推進制度に基づく移譲事務交付金

1 国土利用計画法に基づく事後届出等に関する事務

　 交付先：岸和田市外４０市町村

2 遊休土地に関する事務

　 交付先：岸和田市外４０市町村

3 地方公共団体等の土地の買取り希望の届出受理等事務

　 交付先：島本町外９町村
	円
10,574,000

（課執行）

平成30年度
10,637,000

平成29年度

10,435,000


	大阪府地方分権推進制度実施要綱



	
	届出勧告事務費


	土地調査員研修に必要な負担金
	27,000

　(課執行)

平成30年度

0

平成29年度

27,000
	－

	
	土地基本調査費


	統計法に基づく基幹統計として位置づけられる平成30年度法人土地・建物基本調査の調査票の受付、目視審査、国への移管、督促等の業務を実施した。
	0

　(課執行)

平成30年度

3,580,135
平成29年度

57,240
	土地基本法
第１７条
統計法
第１８条


 (2)　企画・補償グループ
１．企　画　事　務
用地取得等に関して、各土木事務所や土地開発公社等との調整を図るなど、公共事業の円滑な推進に努めた。
また、公共事業用地の取得に関する情報交換と職員の人材育成を図るため、大阪府用地対策連絡協議会の運営や近畿地区用地対策連絡協議会等との連携及び各種研修会の実施等を行った。
ア．用地職員に対する研修について
　　土木事務所等の担当職員に対して、用地事務に必要な知識、能力の向上のため、研修を行った。
　　　当該年度における実施状況は、次のとおりである。
	研修科目
	研修目的
	開催日
	参加
人数
	研修内容

	初級研修
	用地事務に関する基礎知識の習得
	令和元年 5月16日～
5月17日
	１３名
	用地取得事務の流れと用地調査、補償の法理と基準の体系、土地の評価と補償、建物等補償、営業補償、　借家人補償・家賃減収補償・動産移転料・移転雑費、土地収用法、補償金に対する課税上の取扱い、不動産登記事務

	派遣研修
	用地事務に関する基礎的な知識の習得（初級）
	令和元年6月11日～
6月14日
	１４名
	公共用地の取得に伴う税務、土地売買における民法の基礎知識、土地評価、公共補償、通損補償、建物・工作物補償、不動産登記事務の概要、事業損失補償、公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱、土地収用法の概要、立竹木補償、用地補償説明の留意点

	企業会計
府市合同研修
	企業会計に関する知識の習得
	令和元年8月20日
	１１名
	企業会計（簿記）について（営業補償を行う際の会計上の着眼点等）

	派遣研修
	具体的事例の検討を通じた、問題解決のための知識の習得（専門）
	令和元年9月10日～
9月13日
	３名
	収用裁決の実務、用地買収における法的留意点、物件補償の実務、営業補償の実務、行政暴力の現状と対策、事例研究、用地補償説明

	土地収用・建物工作物補償　　　府市合同研修
	土地収用、建物工作物補償に関する知識の習得
	令和元年10月17日
	２１名
	公共事業の実施に伴う損失補償、用地補償説明の失敗学、土地収用に係る裁決手続、建物工作物補償


	税務研修
	税金の基本及び公共用地取得にかかる収用等に伴う課税上の取扱いについて基本的な知識を習得する。
	令和元年10月4日　　　
	１４名
	税金の基本について、収用等に伴う課税上の取扱いについて

	建物等補償研修
	建物等の損失補償に係る工法認定等の再認識
	令和元年 12月11日
	１１名
	建物等の損失補償に係る工法認定等について、用地補償説明の失敗学

	ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
府市合同研修
	コンプライアンスに関する知識の習得
	令和2年2月4日　　
	１４名
	公務員犯罪と公務員の服務・倫理について


イ．事務執行概要

①　歳　　　出

一般会計

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費

	建設事業事務費

	事業執行に必要な負担金等の事務経費
	　円
114,810
(課執行)

平成30年度

150,540
平成29年度

138,930

	－


２．補　償　事　務
都市整備事業用地の取得に伴う支障物件等の補償に関して、補償基準等の整備指導、市町村委託事業への指導審査、公社への業務委託による補償金額の決定など、所掌事務の適正な執行に努めた。

ア．補償基準等の整備指導について

支障物件等の補償については「公共用地の取得に伴う損失補償基準」（昭和37年10月　12日用地対策連絡会決定）に準拠して適正な評価算定に努め、その実施細目については近畿地区用地対策連絡協議会の各起業者等との連絡調整を行い、基準の整備を図るとともに、その運用について出先事務所職員の指導及び大阪府土地開発公社との調整に努めた。

イ．補償額の評価諮問について

当該年度において大阪府公有財産規則第11条の規定に基づき、大阪府財産評価審査会へ諮問した件数は、１９件である。

ウ．市町村委託事業への指導審査について

当該年度において、府内市町村への委託事業の用地取得に伴う支障物件等の補償につい
て指導審査を行った件数は、７１件である。

エ．公社への業務委託による補償金額の決定及び確認について

大阪府土地開発公社への支障物件等に関する補償業務委託のうち、補償額算定業務のみを委託し、府資金を充当する物件補償については、補償額の決定事務を行った。

当該年度における決定事務件数は、次のとおりである。

決　定　件　数

	土 木 事 務 所 名
	路　線　等　の　数
	決　 定 　件　 数

	池田土木事務所
	１
	９

	茨木土木事務所
	１
	９

	枚方土木事務所
	３
	９

	八尾土木事務所
	２
	５

	富田林土木事務所
	１
	４

	鳳土木事務所
	―
	―

	岸和田土木事務所
	―
	―

	計
	８
	３６


 (3) 用地・収用グループ

１．用　地　事　務
道路、街路、交通安全、河川、砂防、下水道、公園等都市整備事業用地の取得計画書を作成し、効率的かつ効果的な用地取得の推進を図るとともに用地取得予算等の調整を行った。

また、取得価格を適正に評価するために、適宜、不動産鑑定士に鑑定評価を依頼するとともに、大阪府財産評価審査会の答申を得て、取得価格の決定を行った。

その他、用地取得に伴い、残地に価格の低下や利用価値の減少等が生じた際の損失補償額の決定を行った。

ア．用地取得実績について

　都市整備事業用地として当該年度に取得した土地の面積、物件補償等件数、金額については次のとおりである。

令　和　元　年　度　用　地　取　得

	資金別

　　

事業名
	都市整備部（　府　資　金　）
	大 阪 府 土 地 開 発

	
	取得面積

  （㎡）
	取得金額

  （千円）
	補償

件数
	補償金額

 （千円）
	金 額 計

  （千円）
	取得面積   （㎡）
	取得金額

  （千円）

	道路改良
	4,356
	396,352
	21
	606,662
	1,003,014
	3,992
	531,281

	交通安全
	1,167
	49,206
	11
	129,269
	178,476
	561
	74,021

	街路
	4,249
	663,668
	8
	1,381,645
	2,045,314
	1,718
	342,136

	連立
	7,836
	1,113,081
	6
	5,595,670
	6,708,751
	0
	0

	ﾓﾉﾚｰﾙ
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	河川
	42
	1,674
	1
	0
	1,674
	11
	887

	ダム
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	砂防
	133
	1,428
	1
	0
	1,428
	6,982
	24,418

	都市河川
	398
	8,897
	1
	0
	8,897
	0
	0

	下水道
	1,217
	44,265
	1
	710
	44,976
	0
	0

	公園
	3,199
	254,933
	2
	11,127
	266,060
	3,039
	255,357

	港湾
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	合計
	22,602
	2,533,509
	52
	7,725,085
	10,258,594
	16,307
	1,228,103


　
実　績　表（事　業　別）

	公社（先行取得資金）
	合　　　　　　　　　　　　　　　計

	補償件数
	補償金額

（千円）
	金 額 計

（千円）
	取得面積

（㎡）
	取得金額

 （千円）
	補償

件数
	補償金額

 （千円）
	金 額 計

 （千円）

	40
	1,912,017
	2,443,298
	8,349
	927,633
	61
	2,518,680
	3,446,313

	5
	45,506
	119,527
	1,729
	123,228
	16
	174,775
	298,004

	15
	495,898
	838,034
	5,968
	1,005,805
	23
	1,877,543
	2,883,349

	0
	0
	0
	7,836
	1,113,081
	6
	5,595,670
	6,708,751

	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	1
	0
	887
	54
	2,561
	2
	0
	2,561

	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	3
	0
	24,818
	7,116
	25,847
	4
	0
	25,847

	0
	0
	0
	398
	8,897
	1
	0
	8,897

	0
	0
	0
	1,217
	44,265
	1
	710
	44,976

	1
	4,922
	260,280
	6,239
	510,291
	3
	16,050
	526,341

	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	65
	2,458,345
	3,686,448
	38,909
	3,761,612
	117
	10,183,430
	13,945,043


※端数処理の関係上、合計と内訳が合致しない場合がある。
イ．都市整備事業用地の評価について
①大阪府財産評価審査会諮問件数
大阪府公有財産規則第11条に基づき、不動産等を取得し、または処分しようとするときは、予定価格についてあらかじめ大阪府財産評価審査会の意見を聴くことになっている。

当該年度において、不動産等を取得するため大阪府財産評価審査会に諮問し、答申を受けた件数は、次のとおりである。

	 財 産 評 価 審 査 会 諮 問 件 数

	審査会
開催年月日
	事　　　　　業　　　　　名
	土　　　　　　　　地

	
	
	件　数
	筆　数
	面　積（㎡）

	H31.4.17
	京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業
	1 
	2 
	46.66 

	R1.5.22
	京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業　外
	2 
	6 
	357.38 

	R1.6.19
	主要地方道伏見柳谷高槻線道路改良事業　外
	6 
	27 
	2,374.93 

	R1.7.17
	都市計画道路十三高槻線街路事業　外
	3 
	15 
	1,378.19 

	R1.9.18
	都市計画道路三国塚口線街路事業　外
	4 
	16 
	1,659.21 

	R1.10.16
	東川水系東川第３支渓砂防事業　外
	11 
	49 
	18,399.29 

	R1.11.20
	武庫川水系北川砂防事業　外
	6 
	36 
	9,013.56 

	R1.12.18
	主要地方道伏見柳谷高槻線道路改良事業　外
	15 
	150 
	9,952.93 

	R2.1.22
	主要地方道（旧）大阪中央環状線
交通安全施設等整備事業　外
	10 
	26 
	954.45 

	R2.2.19
	一般府道長尾八幡線道路改良事業
（都市計画道路内里高野道線） 外
	5 
	33 
	1,988.46 

	R2.3.18
	主要地方道大阪和泉泉南線道路改良事業　外　
	2 
	38
	1,438.91 

	計
	　
	66 
	398 
	47,563.97 


②諮問不要案件の決定件数
大阪府公有財産規則第11条の特定事項に基づき諮問不要とされる事項については、都市整備部用地事務処理細則第18条の2項により、用地課長が土地の取得価格等を決定することとなっている。
当該年度において、諮問不要事項で土地価格の決定を行ったものは、京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業等、22件、38筆、総面積652.73㎡であった。
　　　③残地補償等の決定件数
残地等の補償額は、都市整備部用地事務処理要綱第10条により、用地課長が決定することとなっている。
当該年度において、残地補償額の決定を行ったものは、京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業等、45件、76筆、総面積7,168.45㎡であった。
ウ．都市整備事業用地の土地鑑定評価依頼について
取得すべき土地について、その適正な価格を評価するための資料として土地鑑定評価及び意見書の作成を不動産鑑定士に依頼した。

なお、当該年度における依頼件数は、次のとおりである。

土 地 鑑 定 評 価 依 頼 件 数
	事　業　名
	依 頼 件 数
	鑑 定 地 数
	鑑定手数料
	備　　　　　考

	道路事業
	         件
  23
	         Ｐ
  32
	           円
7,384,220
	

	交通安全事業
	  15
	  16
	   3,260,400
	

	街路事業
	  18
	  28
	   6,460,420
	

	連続立体事業
	  46
	  76
	  15,226,336
	

	河川事業
	  2
	  2
	313,200
	

	ダム事業
	  0
	  0
	           0
	

	砂防事業
	  6
	  6
	2,057,000
	

	都市河川
	  2
	  2
	286,000
	

	公園事業
	  6
	  8
	1,260,600
	

	計
	 118
	170
	36,248,176
	


エ．用地職員等に対する研修について
　用地職員等に対して、用地事務に必要な知識、能力の向上のため、研修を行った。
　なお、当該年度における実施状況は、次のとおりである。
用地職員等に対する研修
[image: image1.emf]5月10日 新任用地職員研修Ⅰ

令和元年度に配属され

た新任用地職員（新規

採用者を含む）及び２

年以降の希望する職員

・用地買収に関する業務の概要

・用地交渉・契約までの業務の流れについて

２４名

7月5日

部内技術職員向け用地

買収の基本研修（Ⅰ）

用地取得に係る建設担

当の技術職員及び用地

職員

・用地買収（任意取得）に関する業務内容と流

　れ及び丈量図作成における注意点について

・工事と連動した支障物件の範囲と補償算定に

必要な日程について

・「事業計画策定～用地買収～工事」のスケ

ジュールについて

・収用（強制取得）の手続きと流れ及びその留

　意点について

３２名

7月31日 土地評価基礎研修

令和元年度に配属され

た新任用地職員（新規

採用者を含む）及び２

年以降の希望する職員

（大阪府土地開発公社

の対象職員を含む）

・土地評価の流れとその概要について



１７名

8月23日 土地価格算定実務講習

令和元年度に配属され

た新任用地職員（新規

採用者を含む）及び２

年以降の希望する職員

（大阪府土地開発公社

の対象職員を含む）

・土地価格算定実務の基礎とその実践について

１７名

9月26日 新任用地職員研修（Ⅱ）

令和元年度に配属され

た新任用地職員（新規

採用者を含む）及び２

年以降の希望する職員

（大阪府土地開発公社

の対象職員を含む）

・公社先行取得資産の買戻しについて

・用地事務における新公会計制度について

・補償の種類と補償算定調書の見方

・土地収用制度の留意点について

・未利用地等の代替地処分について

・先輩職員の体験談

１２名

１０月１日

　　～

１１月１２

日

部内技術職員向け用地

取得の基本研修（Ⅱ）

（用地出前研修）

用地取得に係る建設担

当の技術職員及び希望

者

・丈量図について

・補償算定（物件調査）と丈量図について

・「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する

　特別措置法」について

１００名

計 ー ー ー ２０２名



オ．事務執行概要

①　歳　　　入

一般会計
	科目
	収入状況
	収入済額
	根拠法令

	雑　　　　入
	情報提供に係る行政文書複写費用実費負担金


	円

130

平成30年度

130

平成29年度

　0
	大阪府情報公開条例第38条

(同情報公開条例施行規則第8条)

－


②　歳　　　出

一般会計

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費
	建設事業事務費
	取得すべき土地について、その適正な価格を評価するための資料として土地鑑定評価及び意見書の作成を不動産鑑定士に依頼した経費。
	　円
36,248,176　

(課執行)

平成30年度

32,466,414
平成29年度

38,138,033

	－


２．収　用　事　務

土地収用法に基づく事業認定等の事務並びに都市整備部所管事業の事業認定申請、権利取得裁決申請及び明渡裁決申立て等の事務を行った。

ア．事業の認定に関する処分について

①  事 業 認 定 告 示

当該年度において事業の認定告示を行ったものは次のとおりである。

	申請年月日
	認定告示年月日
	事業名
	起業者

	
	
	該当なし
	


②  大阪府事業認定審議会の開催状況

土地収用法第25条の2の規定による審議会の開催状況は次のとおりである。

	開催年月日
	議　　　　　　　　案

	
	該当なし


イ．その他、知事所管の事務について

当該年度において事務手続き等を行ったものは次のとおりである。

	区　　　　　　　　分
	件　　数

	法11条に係る立入許可に関する事務
	0

	法14条に係る障害物の伐採及び試掘等の許可に関する事務
	0

	法25条に係る意見書の送付又は報告事務
	0

	法34条の3に係る手続開始の告示に関する事務
	0


ウ．都市整備部所管事業の手続案件について

当該年度において、土地収用法に基づく諸手続を行ったものは次のとおりである。

※　市町村に代理権を付与した案件については含まれない。

1 　事 業 認 定 申 請

	申請日
	事業名

	
	該当なし


2 　土地調書、物件調書等の作成件数

	区                       分
	件                       数

	土        地        調        書
	１

	物        件        調        書
	１

	そ　　の　　他　　の　　調　　書
	２

	計
	４


3 　収用裁決申請件数

	区                       分
	件                       数

	権  利  取  得  裁  決  申  請
	０

	明   渡   裁   決   申   立
	０

	計
	０


4 　収用裁決申請に係る土地所有者、関係人総数及び収用裁決申請面積

	区                       分
	件                       数

	土地所有者及び関係人の総数
	０名

	収用裁決申請面積
	０㎡


⑤　収用裁決申請事件終結件数

	                 区　　分
分　　類
	権 利 取 得 裁 決 申 請
	明  渡  裁  決  申  立

	裁                決
	０
	０

	和                解
	０
	０

	取                下
	０
	０

	計
	０
	０


⑥　収用裁決手続きにおける鑑定人手当の負担について
土地収用法第126条の規定による起業者（都市整備部）の負担状況

	起業者
	事業名
	負担金額

	
	該当なし
	


⑦　協議の確認申請件数

　　該　当　な　し

⑧　仲裁申請件数

　　該　当　な　し

エ．土地収用法に基づく事務

　　土地収用法に基づく事業認定に伴う手数料の徴収事務を行った。

	起業者
	申請件数
	事業名
	収入金額

	
	
	該当なし
	


３．所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に係る事務
令和元年度に全面施行された「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」に対応するため、情報収集や体制整備に取り組み、令和２年４月１日から発足する「所有者不明土地庁内連携会議」を設置した。

  (4)　財産管理グループ
未利用地処理促進事業として、都市整備部が所管する土地のうち、今後とも利用予定のない土地を処分することにより、一般財源の確保及び管理負担の軽減に努めた。

また、法定財産（道路・河川等）の計画的境界確定事業の実施及び財産管理台帳の整備、境界確定図の電子化等を行うことにより、維持管理業務の効率化及び府民サービスの迅速な対応を図った。

都市整備事業のために取得した土地のうち、当面事業着手が見込まれない道路予定地や道路高架下等について、貸付けて収入を得ることにより、土地の有効利用や維持管理の財源確保に努めた。

ア．法定公共物の管理 

土木事務所等において法定財産（道路・河川等）の計画的境界確定事業の実施及び財産管理台帳の整備、境界確定図の電子化等を行うことにより、維持管理業務の効率化及び府民サービスの迅速な対応を図った。

（単位：円）

	事務所
	執　 行　 済 　額

	
	財産管理事業費
（うち地籍調査事業に係る国庫収入分）
	公共物管理費

	池田土木
	3,737,800 
(－)
	653,471 

	茨木土木
	3,975,400 
(－)
	

	枚方土木
	5,802,500 
(－)
	

	八尾土木
	5,183,200 
(2,000,000)
	407,000 

	富田林土木
	6,362,400 
(80,000)
	

	鳳土木
	2,645,500 
(－)
	

	岸和田土木
	4,192,100 
(－)
	 

	西大阪治水
	2,340,400 
(－)
	

	寝屋川水系
	1,000,000 
(－)
	

	計
	35,239,300 
(2,080,000)
	1,060,471 


イ．未利用地処分に係る評価

大阪府公有財産規則第11条の規定により、不動産等を取得し、又は処分する場合は、当該不動産等の価格について大阪府財産評価審査会の意見を聴くことになっている。

なお、当該年度において、大阪府財産評価審査会に諮問し、答申を受けた件数は、次のとおりである。

財産評価審査会諮問件数
	審査会
開催年月日
	事　　　　業　　　　名
	土　　　　　　　　　地

	
	
	件　数
	筆　数
	面積(㎡)

	H31.4.17
	一般府道箕面摂津線区域外用地
	1
	4
	120.06

	H31.4.17
	一般府道箕面摂津線区域外用地
	1
	1
	48.66

	R1.5.22
	一級河川千里川廃川敷
	1
	1
	115.28

	R1.9.18
	一級河川堂島川廃川敷
	1
	1
	31.36

	R1.9.18
	京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業区域外用地
	1
	1
	33.89

	R1.10.16
	主要地方道大阪中央環状線区域外用地
	1
	2
	36,757.74

	R1.11.20
	一級河川兎川廃川敷
	1
	4
	140.22

	R2.1.22
	主要地方道伏見柳谷高槻線廃道敷
	1
	4
	932.98

	R2.2.19
	京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業区域外用地
	1
	1
	38.80

	R2.2.19
	一級河川澱川廃川敷
	1
	1
	364.70

	R2.2.19
	一級河川澱川廃川敷
	1
	1
	96.58

	R2.2.19
	一般国道170号区域外用地
	1
	4
	320.73

	R2.2.19
	一般国道170号区域外用地
	1
	2
	39.81

	R2.3.18
	主要地方道伊丹豊中線区域外用地
	1
	1
	40.86

	R2.3.18
	一般国道170号廃道敷
	1
	1
	165.69

	計
	
	16
	29
	39,247.36


ウ．未利用地の土地鑑定評価依頼について
処分すべき土地について、その適正な価格を評価するための資料として土地鑑定評価の作成を不動産鑑定士に依頼した。なお、当該年度における依頼件数は、次のとおりである。

土地鑑定評価依頼件数
	事　業　名
	依 頼 件 数
	鑑 定 地 数
	鑑 定 手 数 料
	備　　　　　考

	未利用地
処理促進事業
	件
16
	Ｐ
16
	円
 3,743,390
	（都市整備総務費）
大阪市北区菅原町307番17 外


エ．未利用地処分実績

都市整備部が所管する未利用地の処分は、次のとおりである。

　　　（単位：㎡、円）

	
	一般競争入札
	随     意    契    約
	計

	
	件数
	面積
	売払価格
	件数
	面積
	売払価格
	件数
	面積
	売払価格

	池田土木
	0
	0
	0
	1
	140.22
	20,410,000
	1
	140.22
	20,410,000

	茨木土木
	0
	0
	0
	1
	7.41
	498,052
	1
	7.41
	498,052

	枚方土木
	0
	0
	0
	11
	597.03
	34,283,014
	11
	597.03
	34,283,014

	八尾土木
	0
	0
	0
	4
	371.88
	28,506,759
	4
	371.88
	28,506,759

	富田林土木
	0
	0
	0
	9
	250.12
	4,566,710
	9
	250.12
	4,566,710

	鳳土木
	0
	0
	0
	10
	359.17
	9,751,420
	10
	359.17
	9,751,420

	岸和田土木
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	西大阪治水
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	寝屋川水系
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	安威川ダム
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	計
	0
	0
	0
	36
	1,725.83
	98,015,955
	36
	1,725.83
	98,015,955


オ．事業予定地等の有効活用実績

事業予定地の貸付及び道路高架下占用により得た収入は、以下のとおりである。

（単位：㎡、円）

	事務所
	件数
	貸付面積
	収入額
	備考

	池田土木
	5 
	5,632.00 
	17,512,500 
	

	茨木土木
	15 
	18,555.14 
	136,673,890 
	

	枚方土木
	17 
	9,917.90
	35,108,000
	

	八尾土木
	22 
	16,875.09 
	68,535,360 
	

	富田林土木
	5 
	5,599.76 
	9,246,200 
	

	鳳土木
	15 
	12,739.10 
	22,727,100 
	

	岸和田土木
	7 
	5,174.69 
	6,664,960 
	

	西大阪治水
	1 
	213.43 
	884,800 
	

	寝屋川水系
	1 
	435.96 
	785,000 
	

	合計
	88 
	75,143.07 
	298,137,810 
	


カ．測量機器の賃貸借について
測量機器の賃貸借を行い、事業予定地等の有効活用にかかる貸付面積確定のため現地直営測量を実施した。

測量機器の賃貸借契約

	事　業　名
	契約期間
（長期継続契約）
	契約金額
当該年度支払額
	備　　　　　考

	測量機器
賃貸借料
	平成29年6月1日
から

平成34年5月31日
	5,443,200円
1,088,640円
	使用料及び賃借料


①　歳　　　入

　　一般会計

	科目
	執　　行　　概　　要
	収　入　済　額
	根拠法令

	国庫補助金
	地籍調査事業国庫収入
	円

2,080,000　
平成30年度

1,500,000

平成29年度

          12,130,000
	国土調査法

地籍調査費負担金交付要綱

	雑入
	貸付契約辞退に伴う入札保証金の受入れ

	0　
平成30年度
60,300　
平成29年度
　　　　0　


	地方自治法
一般競争入札（普通財産の貸付10年）　実施要項

	
	情報提供に係る行政文書複写費用実費負担金


	0

平成30年度

710

平成29年度

0


	大阪府情報公開条例第38条

(同情報公開条例施行規則第8条)



②　歳　　　出

一般会計

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	都
市

整

備

総

務

費

	公共物管理費
	法定財産（道路・河川）に係る境界確定事務を行うための経費
	　円
1,060,471　

(予算執行機関執行)

平成30年度

873,926

平成29年度

508,227
	－

	
	財産管理事業費
	道路・河川に係る計画境界確定業務等
	35,239,300

(予算執行機関執行)
平成30年度

35,340,400

平成29年度

46,350,988
	－

	
	未利用地処理

促進費
	未利用地の処分を進めるための売却に要する測量費等の諸経費
	30,299,983

（課執行）
3,743,390

（予算執行機関執行）

26,556,593

平成30年度

28,865,190
平成29年度

31,128,886
	－

	
	
	岸和田南海線の未利用地を処分するための売却に要する測量費等の諸経費
	14,292,492

 (予算執行機関執行)

平成30年度

3,657,960
平成29年度

0　
	

	目 名
	事　　業　　名
	執　　行　　概　　要
	執　行　済　額
	根拠法令

	道
路　　橋
り
ょ
う
費　
	道路維持修繕費（自主財源）
	測量機器の賃借料等
	円
1,088,640　

　　　(課執行)

平成30年度

1,088,640

平成29年度

925,992
	－

	
	モノレール

道整備費
	大阪モノレール車両基地の土地価格等の鑑定業務
	0　

(課執行) 

平成30年度

　　　　  997,920

平成29年度

　　　　        0
	－

	
	道路改良費
	事業予定地の土地使用料の鑑定業務
	440,640
（課執行）
平成30年度

　　　　　　　　0

平成29年度
　　　　　　　0

　　　　       


	－



